
・耐震改修などにかかる経費の一部を助成
します。
・各種税制優遇措置の周知を図ります。

■特集

　建築物に関する新たな施策、制度　　　の改正をお知らせします

耐
震
改
修
の
促
進

問い合わせ先　
 市役所本庁舎建築指導課
 （0857）20ー3281

　

平
成
７
年
の
阪
神
・
淡
路
大
震
災
で
は
、
亡
く
な
ら
れ
た
人

の
約
90
㌫
が
家
屋
・
家
具
の
倒
壊
に
よ
る
圧
迫
死
で
あ
っ
た
と

言
わ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
大
地
震
は
い
つ
ど
こ
で
起
き

る
か
わ
か
り
ま
せ
ん
。
本
市
で
は
、
市
民
の
み
な
さ
ん
の
生
命
・

財
産
を
震
災
に
よ
る
被
害
か
ら
守
る
た
め
、
平
成
20
〜
27
年
度

を
期
間
と
す
る
鳥
取
市
耐
震
改
修
促
進
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

計
画
で
は
、
鳥
取
市
全
域
を
対
象
と
し
て
、
昭
和
56
年
５
月

31
日
以
前
（
建
築
基
準
法
の
耐
震
基
準
が
強
化
さ
れ
る
前
）
に

着
工
さ
れ
た
建
築
物
を
、
特
に
耐
震
化
が
必
要
な
も
の
と
し
て
、

各
種
施
策
を
推
進
し
ま
す
。

耐震化促進のための施策

啓発・指導

地震防災マップ作成

費用助成など

・市報、ホームページを活用し、耐震化に
関するさまざまな情報を提供します。
・相談窓口（無料）を充実させ、適切な助
言を行います。

・揺れやすさと、地域の危険度を表した地
震防災マップを作成し、公開します。

耐
震
化
の
目
標

現
在
の
一
般
住
宅
（
約
７
万
１
６
０

０
戸
）
の
耐
震
化
率
は
74
・
９
㌫
と
な

っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
一
定
規
模
の
店

舗
や
事
務
所
な
ど
、
特
定
建
築
物
の
用

途
で
使
用
さ
れ
る
民
間
の
建
築
物
（
約

７
８
０
棟
）
は
65
・
９
㌫
と
低
い
水
準

に
と
ど
ま
っ
て
い
ま
す
。

計
画
で
は
、
こ
れ
ら
を
平
成
27
年
度

に
90
㌫
と
す
る
目
標
を
掲
げ
て
い
ま

す
。特

定
建
築
物
の
耐
震
化
推
進

特
定
建
築
物
に
つ
い
て
は
、
法
令
に

よ
り
、
そ
の
所
有
者
に
耐
震
診
断
・
耐

震
改
修
の
努
力
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い

ま
す
。

本
市
で
は
、
所
有
者
に
対
し
て
適
切

な
指
導
・
助
言
を
行
う
と
と
も
に
、
実

施
さ
れ
な
い
場
合
は
公
表
す
る
こ
と
と

し
て
い
ま
す
。

※
特
定
建
築
物
と
は
、
現
行
の
建
築
基

準
法
な
ど
の
耐
震
関
係
規
定
に
適
合

し
な
い
建
築
物
の
う
ち
、
多
く
の
人

が
利
用
す
る
一
定
規
模
以
上
の
施
設

を
指
し
、
学
校
、
体
育
館
、
病
院
、

老
人
ホ
ー
ム
、
百
貨
店
、
事
務
所
な

ど
が
該
当
し
ま
す
。

阪神・淡路大震災での被災状況写真
（阪神・淡路大震災記念 人と未来防災センター提供）

民家の耐震強化工事のようす

筋
交
い

金
具
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建築物に関する新たな施策、制度の改正をお知らせします

　建築物に関する新たな施策、制度　　　の改正をお知らせします

新たに建築許可が必要になった建物 主な許可の条件
小学校、中学校 ・施設周辺の居住者が利用すること

幼稚園、保育園
・施設周辺の居住者が利用すること
・集落内に設置するか、集落に隣接していること
・高さ要件あり

通所系社会福祉施設、診療所、助産所
・施設周辺の居住者が利用すること
・集落内に設置するか、集落に隣接していること
・高さ・面積要件あり

社会福祉施設、介護老人保健施設、有料老人
ホーム

・開発審査会の議を経ていること
・高さ・面積要件あり
・近隣の社会福祉施設などと密接に連携する必要があること
・市街化区域、駅またはインターチェンジから 1km以内に
立地すること

平成 19 年 11 月 30 日以前に立地する既存の
社会福祉施設、介護老人保健施設、有料老人
ホーム、病院の増築に伴う敷地拡張

・開発審査会の議を経ていること
・高さ・面積要件あり

小中学校以外の学校
・開発審査会の議を経ていること
・教育環境確保のため、建設予定地域の優れた自然環境が必
要であること

診療所、助産所以外の医療機関

以下のいずれかに合致すること
①緊急医療の充実のため、周辺の交通基盤を活用する必要
がある
②当該医療施設の入院患者にとって、その地域の優れた自
然環境などの療養環境が必要
③病床過剰地域から病床不足地域に移転する

鳥取県施行の住宅分譲開発地における自己用
戸建て住宅の建築 ・自己用戸建て住宅のみを許可

　

こ
の
た
び
、
都
市
計
画
法
が
一
部
改
正
さ
れ
、
都
市
の
秩
序

あ
る
整
備
を
図
り
、
人
口
減
少
・
超
高
齢
化
社
会
に
ふ
さ
わ
し

い
ま
ち
づ
く
り
を
実
現
す
る
た
め
、
市
街
化
調
整
区
域
に
お
け

る
公
共
公
益
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
、
許
可
が
必
要
と
な
り
ま

し
た
。

　

こ
こ
で
は
新
た
に
定
め
ら
れ
た
本
市
の
審
査
基
準
を
紹
介
し

ま
す
。

※
市
街
化
調
整
区
域
と
は
、
都
市
計
画
区
域
内
で
、
市
街
化
を

抑
制
し
て
良
好
な
農
地
を
確
保
す
る
た
め
に
、
各
種
施
設
の

建
築
を
制
限
し
て
い
る
地
域
を
指
し
ま
す
。

※上記以外にも許可に必要な要件があります。必ずお問い合わせください。

市
街
化
調
整
区
域
へ
の

公
共
公
益
施
設
等
の
審
査
基
準市街化調整区域の範囲

福部

国府

用瀬

佐治

河原

鹿野

青谷

気高

鳥取都市計画区域

市街化区域

市街化調整区域

鳥取
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